
【様式第１号】

連結貸借対照表
（平成31年 3月31日現在）

平成30年度

連結 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 45,101,811,684 固定負債 13,754,713,337
有形固定資産 40,365,529,592 地方債 10,355,672,610
事業用資産 16,438,986,875 長期未払金 232,736
土地 9,503,635,432 退職手当引当金 2,052,013,369
立木竹 215,954,425 損失補償等引当金 1,374,000
建物 23,396,352,893 その他 1,345,420,622
建物減価償却累計額 △17,347,715,147 流動負債 1,308,466,087
工作物 2,096,397,935 1年内償還予定地方債 1,102,710,309
工作物減価償却累計額 △1,601,431,127 未払金 31,829,371
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 19,026,262 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 △599,400 賞与等引当金 120,100,270
航空機 0 預り金 52,821,437
航空機減価償却累計額 0 その他 1,004,700
その他 0 負債合計 15,063,179,424
その他減価償却累計額 0

【総資産の部】建設仮勘定 157,365,602
固定資産等形成分 48,005,949,417インフラ資産 23,345,309,493
余剰分(不足分） △13,641,596,933土地 609,636,156

建物 1,274,229,456 他団体出資等分 0
建物減価償却累計額 △813,513,743

67,809,274,063工作物
工作物減価償却累計額 △46,367,302,900
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 832,986,461

物品 2,336,906,799
物品減価償却累計額 △1,755,673,575

無形固定資産 2,964,012
ソフトウェア 2,678,832
その他 285,180

投資その他の資産 4,733,318,080
投資及び出資金 256,425,232
有価証券 58,922
出資金 256,357,000
その他 9,310

投資損失引当金 0
長期延滞債権 89,065,743
長期貸付金 170,636,660
基金 4,230,547,304
減債基金 0
その他 4,230,547,304

その他 0
徴収不能引当金 △13,356,859

流動資産 4,325,720,224
現金預金 1,733,260,887
未収金 243,987,969
短期貸付金 21,495,992
基金 2,311,393,782
財政調整基金 2,248,275,333
減債基金 63,118,449

棚卸資産 15,094,590
その他 571,444
徴収不能引当金 △84,440

繰延資産 0 純資産合計 34,364,352,484

資産合計 49,427,531,908 負債及び純資産合計 49,427,531,908



【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自 平成30年 4月 1日
至 平成31年 3月31日

連結 （単位：円）

科目 金額

経常費用     18,015,977,189

業務費用      7,079,334,871

人件費      2,146,611,610

職員給与費      1,679,043,534

賞与等引当金繰入額        120,100,270

退職手当引当金繰入額       △37,707,676

その他        385,175,482

物件費等      4,608,298,821

物件費      2,641,447,934

       336,351,563維持補修費

減価償却費      1,446,900,832

その他        183,598,492

その他の業務費用        324,424,440

支払利息        114,187,808

徴収不能引当金繰入額         12,303,834

その他        197,932,798

移転費用     10,936,642,318

補助金等      9,810,420,533

社会保障給付        913,442,212

他会計への繰出金                  0

その他        212,779,573

経常収益      1,105,585,891

使用料及び手数料        758,685,513

       346,900,378その他

純経常行政コスト     16,910,391,298

臨時損失        102,663,926

災害復旧事業費         49,770,434

資産除売却損         50,357,875

投資損失引当金繰入額                  0

損失補償等引当金繰入額          1,374,000

その他          1,161,617

臨時利益          7,833,359

資産売却益          7,463,746

その他            369,613

純行政コスト     17,005,221,865



【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自 平成30年 4月 1日
至 平成31年 3月31日

連結 （単位：円）

科目 合計 余剰分固定資産 他団体出資等分
（不足分）等形成分

前年度末純資産残高 35,006,641,244 48,629,089,112 △13,622,447,868 0

純行政コスト(△) △17,005,221,865 △17,005,221,865 0

財源 16,316,528,919 16,316,528,919 0

税収等 9,473,825,031 9,473,825,031 0

国県等補助金 6,842,703,888 6,842,703,888 0

本年度差額 △688,692,946 △688,692,946 0

固定資産等の変動(内部変動) △675,225,025 675,225,025

有形固定資産等の増加 872,204,451 △872,204,451

有形固定資産等の減少 △1,499,232,860 1,499,232,860

△412,279,459貸付金・基金等の増加 412,279,459

貸付金・基金等の減少 460,476,075△460,476,075

資産評価差額 △6,154 △6,154

無償所管換等 52,203,866 52,203,866

0 0他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 0 00 0

その他 △5,793,526 △112,382 △5,681,144

△623,139,695本年度純資産変動額 △642,288,760 △19,149,065 0

34,364,352,484 48,005,949,417 △13,641,596,933本年度末純資産残高 0



平成３０年度決算  財務書類 

注記（連結） 

芦北町 
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1  重要な会計方針 

(1)  有形固定資産等の評価基準及び評価方法  

①  有形固定資産･･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

  ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

 イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの ･････････････････････再調達原価 

   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

②  無形固定資産･･･････････････････････････････原則として取得原価 

  ただし、開始時の取得原価が不明なものは再調達原価としています。 

 (2)  有価証券等の評価基準及び評価方法    

① 満期保有目的有価証券･･･････････････････････該当なし 

②  満期保有目的有価証券以外の有価証券･････････会計年度末における市場価格 

③  出資金･････････････････････････････････････出資金額 

 (3)  有形固定資産等の減価償却の方法    

①  有形固定資産･････････････････････････････････････････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物       15 年～50 年  

工作物       8 年～75 年  

物品・車両      3 年～15 年  

②  無形固定資産･････････････････････････････････････････････定額法 

 (4)  引当金の計上基準及び算定方法  

①  徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。 

②  退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から

既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金

額の運用益のうち本町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しています。 

③  賞与等引当金 

翌年度６月支給の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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（5）消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

  ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

（6）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

  決算日と連結決算日の差異が３カ月を超えない連結対象団体については当該連結対象

団体の決算を基礎として連結手続を行っています。 

2  重要な会計方針の変更等  

(1)  会計方針の変更  

変更はありません。  

(2)  表示方法の変更  

変更はありません。  

3  重要な後発事象  

該当はありません。 

4  追加情報  

(1)  連結財務書類の対象となる会計 （団体） 

団体（会計）名 区分 連結方法 

一般会計 一般会計等 － 

町有温泉事業特別会計 一般会計等 － 

奨学資金貸付事業特別会計 一般会計等 － 

国民健康保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

介護保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

後期高齢者医療事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

農業集落排水事業特別会計 地方公営企業会計（法非適用） 全部連結 

生活排水処理事業特別会計 地方公営企業会計（法非適用） 全部連結 

水道事業会計 地方公営企業会計（法適用） 全部連結 

水俣芦北広域行政事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 

熊本県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 

熊本県後期高齢者広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 

御立岬 第三セクター 全部連結 

あしきたマリンサービス 第三セクター 全部連結 

 連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合に基づき比例連結の対象として

います。 

② 第三セクターは、出資割合が 50％を超える団体は、全部連結の対象としています。 
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(2) 出納整理期間

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし

ています。  
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